
 
 

霞ケ浦流域治水協議会（仮称）の設立趣旨について 

 
 
 
 

今般設置する協議会は、近年頻発している激甚な水害や気候変動によ

る今後の降雨量の増大と水害の激甚化・頻発化に備え、集水域から氾濫

域にわたる流域全体のあらゆる関係者が協働して、流域全体で水害を軽

減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するためのものである。 

このため、協議会においては、河川整備計画に基づく河川整備、大規

模氾濫減災協議会の取組方針に基づく避難や水防等の取組を十分に共有

するとともに、被害の防止・軽減に資する流域における対策を総合的に

検討の上、密接な連携体制を構築するための協議等を行うこととする。 
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霞ヶ浦流域治水協議会 規約 

（設置） 

第１条 「霞ヶ浦流域治水協議会」（以下「協議会」）を設置する。 

（目的） 

第２条 本協議会は、令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動による 

水害の激甚化・頻発化に備え、霞ヶ浦流域において、あらゆる関係者が協働して流域全体で水害

を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有を行うことを目

的とする。 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

３ 事務局は、構成員の同意を得て、別表1の職にある者以外の者（学識経験者等）に対し、協

議会に出席してその意見を述べ又は説明を行うことを求めることができる。 

（協議会の実施事項） 

第４条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

１ 霞ヶ浦流域で行う流域治水の全体像を共有・検討。 

２ 河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む、「流域治水プロ

ジェクト」の策定と公表。 

３ 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ。 

４ その他、流域治水に関して必要な事項を実施する。 

（幹事会の構成） 

第５条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、流域治水等の各種検討、調整を行

うことを目的とし、結果については協議会へ報告する。 

５ 事務局は、構成員の同意を得て、別表２の職にある者以外の者（学識経験者等）に対し、幹

事会に出席してその意見を述べ又は説明を行うことを求めることができる。 

（会議の公開） 

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっては、協 

議会に諮り、非公開とすることができる。 
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２ 幹事会は原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と見なす。 

 

（協議会資料等の公表） 

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個人情報 

等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を得た後、公

表するものとする。 

 

（事務局） 

第８条 協議会等の事務局は国土交通省関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所調査課に置く。 

 

（雑則） 

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項につ 

いては、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

第１０条 本規約は、令和２年８月６日から施行する。 
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別表１（協議会） 

 

 

土浦市長 

  石岡市長 

  龍ケ崎市長 

  鹿嶋市長 

  潮来市長 

  稲敷市長 

  かすみがうら市長 

  神栖市長 

  行方市長 

  鉾田市長 

  小美玉市長 

  美浦村長 

  阿見町長 

  河内町長 

  利根町長 

  香取市長 

        茨城県 土木部河川課長 

        千葉県 県土整備部河川整備課長 

        気象庁 水戸地方気象台長 

  気象庁 銚子地方気象台長 

  独立行政法人水資源機構 利根川下流総合管理所長 

  国土交通省 関東地方整備局 霞ヶ浦河川事務所長 
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別表２（幹事会） 

 

 

  土浦市 建設部道路建設課長  

  石岡市 都市建設部道路建設課長 

龍ケ崎市 都市整備部道路整備課長 

  鹿嶋市  都市整備部道路建設課長 

  潮来市  建設部都市建設課長 

  稲敷市   土木管理部建設課長 

かすみがうら市 建設部道路課長 

  神栖市 都市整備部道路整備課長 

行方市  建設部道路維持課長  

鉾田市 建設部道路建設課長 

     小美玉市 都市建設部管理課長 

  美浦村  経済建設部都市建設課長 

  阿見町 産業建設部道路課（都市整備課）長 

  河内町 都市整備課長 

  利根町 建設課長 

  香取市 建設水道部土木課長 

  茨城県 土木部河川課 技術総括 

  千葉県 県土整備部河川整備課 副課長 

気象庁 水戸地方気象台 防災管理官 

  気象庁 銚子地方気象台 防災管理官 

  独立行政法人水資源機構 利根川下流総合管理所 管理課長 

  国土交通省 関東地方整備局 霞ヶ浦河川事務所 副所長 
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協議会での実施事項と今後の進め方について

【実施事項】
○流域治水の全体像を共有・検討。
○河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む、
「流域治水プロジェクト」の策定と公表。

○「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ。 等

【今後の進め方】

協議会設置 ・流域治水プロジェクトとは
・協議会での実施事項、進め方等
・流域対策の共有と検討について
・県管理区間（整備計画策定河川）の事業メニューの確認 等

・国・県管理区間における「河川に関する対策」を図示
・「流域に関する対策」（案）の記載
・「避難・水防に関する対策」（案）の記載 等

9月中（予定） 流域治水プロジェクト(案）公表

令和3年3月
（予定）

流域治水プロジェクト(最終版）公表

※協議会は適宜開催

・「河川に関する対策」「流域に関する対策」
「避難・水防等に関する対策」のとりまとめ。

・検討している流域に関する対策を適宜反映
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協議会の枠組み比較表

流域治水協議会 大規模氾濫減災協議会
河川対策については、河川整備計画対象期間 H29～R3の5ヵ年（緊急行動計画対象期間）

総力戦で挑む防災・減災プロジェクト 水防法第15条の10に基づく法定協議会

水害の激甚化・頻発化に備えた流域全体で水害を軽減させる治水対策の計画的な推進 想定最大規模降雨により河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減

戦後最大規模の洪水などの具体的な目標に対する治水対策 水害発生後の被害の軽減に向けた対策

・当該河川流域で行う流域治水の全体像を共有・検討
・河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む

「流域治水プロジェクト」の策定・公表

・洪水浸水想定区域等の現状の水害リスク情報の共有
・実施している現状の減災に係る取組状況の共有
・浸水被害軽減を実現するために実施する取組事項についての協議・共有

－ 水防法第15条の９及び第15条の10

河
川
に
お
け
る
対
策

１）河川に関する対策
国や都道府県等の河川整備計画に基づき進められている河川整備やダム建設の状況等の
確認・点検

①円滑かつ迅速な避難のための取組
①－３円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

・危機管理型ハード対策
・河川防災ステーションの整備　等

　（※ソフト対策に資する対策）

流
域
に
お
け
る
対
策

２）流域に関する対策
以下の事項について、これまでの取組の状況等の共有と連携して実施する具体的な施策の検討

①下水道に関する対策
・雨水貯留施設、排水施設の整備、施設の耐水化等

②流出抑制に関する対策
・防災調整池等の雨水貯留・浸透施設の整備
・民間事業者や住民による流出抑制対策（建物内貯留や各戸貯留等）への支援
・自然地の保全

③土地利用や住まい方に関する対策
・災害危険区域の指定や、 土地利用規制・誘導
・家屋移転、宅地かさ上げ 等への支援

④浸水拡大抑制に関する対策
・盛土構造物の保全、二線堤整備

⑤利水ダムに関する対策
・事前放流の実施及び洪水貯留のための放流管等の整備

③氾濫水の排除、浸水被害軽減に関する取組
・排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等の共有・連絡体制の構築　等

ソ
フ
ト
対
策

３）避難・水防等に関する対策
情報伝達、避難計画、水防に関する事項等、大規模氾濫減災協議会における取組の状況等の
確認・点検

①円滑かつ迅速な避難のための取組
①－１情報伝達、避難計画等に関する事項

・洪水における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミングの確認　等
①－２平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

・浸水想定区域の早期指定、浸水想定区域図の作成・公表　等
①－３円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

・洪水予測や水位情報の提供の強化　等
②被害軽減のための取組

②－１水防体制に関する事項
・重要水防箇所の確認　等

②－２多様な主体による被害軽減対策に関する事項
・災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達の充実　等

④防災施設の整備等
・重要インフラの機能確保

⑤その他
・災害時及び災害復旧に対する支援強化
・災害情報の共有体制の強化

取組事項

対象期間

目　　　的

主な対策

実施方針

関係法令

協議会の位置付け

【概念イメージ】

流域治水協議会 大規模氾濫減災協議会河川における対策 流域における対策 ソフト対策
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